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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

○精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合
い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。

○このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事
業者が、精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科
医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加（就労）、地域の助け合い、教育（普及・啓発）

住まい

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）

・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイケア・精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所
・就労継続支援
・自立訓練 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

※ 地域包括ケアシステムは、日常生活圏域
単位での構築を想定

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築にあたっては、障害保健福祉
圏域ごとに、精神科医療機関・その他の
医療機関・地域援助事業者・市町村によ
る連携支援体制を確保

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。
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バックアップ

国（アドバイザー組織）

バックアップ

構築支援事業 実施 都道府県・指定都市等

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
に関わる保健・医療・福祉の

一体的取組

◆ 個別相談・支援（電話、メール）、現地での技術的助言、都道府県等研修への協力 等

地域援助事業者
（指定一般・

特定相談支援事業者）

保健所

① 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業（地域生活支援促進事業）
令和元年度予算：５３２，７３３千円（平成３０年度予算：５１５，６４２千円）

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
令和元年度予算： ４０，５７９千円（平成３０年度予算： ３９，４０５千円）

※地域生活支援事業、社会福祉施設等施設整備費計上分除く

①…障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科病院等の医療機関、地域援助事業者、自治体担当部局等の関
係者間の顔の見える関係を構築し、地域の課題を共有化した上で、包括ケアシステムの構築に資する取組を推進する。

＜実施主体＞ 都道府県・指定都市・特別区・保健所設置市

②… ◆国において、地域包括ケアシステムの構築の推進に実践経験のあるアドバイザー（広域・都道府県等密着）から構成される組織を設置する。
◆都道府県・指定都市・特別区は、広域アドバイザーのアドバイスを受けながら、都道府県等密着アドバイザーと連携し、モデル障害保健福祉圏

域等 （障害保健福祉圏域・保健所設置市）における、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する。
◆関係者間で情報やノウハウの共有化を図るため、ポータルサイトの設置等を行う。

＜参加主体＞ 都道府県・指定都市・特別区

※ ①及び②の事業はそれぞれ単独で実施することも可能

モデル障害保健福祉圏域

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築推進事業（事業①）

広域アドバイザー 都道府県等密着アドバイザー

市町村 精神科医療機関

国（構築支援事業事務局）
■全国会議の企画・実施、シンポジウムの開催（※令和元年度新規）、

アドバイザー（広域・密着AD）合同研修会の開催（※令和元年度新規）

■地域包括ケアシステム構築に係る手引 作成 等

【事業内容】（１は必須）
１．保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置
２．普及啓発に係る事業（※令和元年度新規）
３．精神障害者の家族支援に係る事業
４．精神障害者の住まいの確保支援に係る事業
５．ピアサポートの活用に係る事業
６．アウトリーチ支援に係る事業
７．措置⼊院者及び緊急措置⼊院者の退院後の医療等

の継続支援に係る事業
８．精神障害者の地域移⾏関係職員に対する研修に係

る事業
９．⼊院中の精神障害者の地域移⾏に係る事業
10．包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業
11. その他、包括ケアシステムの構築に資する事業

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築支援事業（事業②）

※

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援情報ポータル」
において掲載

【サイトＵＲＬ】http://mhlw-houkatsucare-ikou.jp/
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「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築のための手引き」の構成

第１章 精神保健医療福祉のデータと政策

１．精神医療及び障害福祉サービス等のデータ
２．精神保健医療福祉政策の動向

第２章 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

１．「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の全体像
２．「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けた各機関の役割
３．保健・医療・福祉関係者による「協議の場」の設置
４．「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構成要素
５．地域と医療機関との連携
６．障害福祉サービス事業
７．地域生活支援事業等

第３章 自治体における取組の実例

１．「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」における各事業の実施例
２．「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」以外の実例

参考

１．障害福祉サービス及び地域生活支援事業等の一覧
２．圏域の考え方に係る資料等
３．地域アセスメントに係る計画及び資料等
４．地域アセスメントにおける情報活用及びツールの利用方法

精神障害の有無や程度にかかわらず誰もが安心して自分らしく暮らすことができる地域づくりを進めるために、自治体を中心とした地
域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加えて、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる
包摂的な社会を構築していくことが重要であることから、各自治体がより積極的かつ円滑に、「精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステム」の構築に係る取組を進めることができるよう、その構築プロセスや各種事業の実例等を掲載した手引きを作成
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保健・医療を起点とした
基盤整備の検討

福祉を起点とした
基盤整備の検討

統合した
地域づくり
の検討

個別支援の検討
の軸

支援体制の整備
の軸

地域基盤の整備
の軸

・個別課題解決
・個別ケースから見える
地域課題の抽出

・個別課題解決
・個別ケースから見える

地域課題の抽出

「

精
神
障
害
に
も
対
応
し
た
地
域
包
括
ケ
ア

シ
ス
テ
ム
」
の
構
築
に
向
け
た
議
論
の
統
合

・保健・医療提供
体制の構築

・体制構築に向けた
課題抽出

・障害福祉サービスの
提供体制の構築

・体制構築に向けた
課題抽出

・保健・医療に係る資源等の
活用・開発

・地域の実情に応じた
施策・制度等の検討

・障害福祉サービスに
係る資源等の活用・開発

・地域の実情に応じた
施策・制度等の検討

＜会議体としての「協議の場」＞

「保健・医療・福祉関係者による協議の場」の機能と協議内容の構造の概念

〇「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」を構築するために最も重要なポイントは、「保健・医療から地域を考える
視点」と「障害福祉から地域を考える視点」の両視点の統合

〇都道府県と保健所及び市町村が責任を持ち、それぞれの保健・医療及び福祉を起点とした基盤整備の検討のうえに、両内
容を統合していくことが必要

〇協議の場では、「保健・医療から地域を考える視点」と「障害福祉から地域を考える視点」の両視点を持ったうえで、「個別支
援の検討」、「支援体制の整備」、「地域基盤の整備」の3つの軸に沿って、さまざまな機能を発揮することが求められる

※横軸は機能、縦軸は協議
の内容の構造を示す
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•現状分析、協議の場を通じて⾃治体、保健所、医療機関、

福祉事業所等、関係者間で地域の課題を共有する
地域の課題の共有

目標設定

• ケースの⽀援を通じて、関係者が顔の⾒える関係を構築する

•連携により既存の資源・仕組みを有効活用

個別の支援を通じた

連携構築

成果の評価

• 本人やご家族との信頼関係構築、支援の方向
性の共有を⼗分に⾏う

• 所沢市および他の支援関係者との連携構築を重
視し、地域で包括的に支援する体制を

•協議の場で年度ごとに⽬標（できれば数値⽬標も）を設
定し、目標達成のためのプランを検討する

•一定期間ごとに進捗状況、目標達成状況を確認し、プラン
を⾒直す

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築プロセス

＜構築プロセス例＞

評価及び見直し
各個別テーマ毎に実施
可能なものから協議・
実施

「地域アセスメント」の共有

・「地域ビジョン（地域のあるべき
姿）」と具体的な目標の設定

・役割分担とロードマップの作成

「地域アセスメント」
の実施
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自治体における取組の実例

■「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」における各事業※の実施例

◇精神障害者の家族支援に係る事業
◇精神障害者の住まいの確保支援に係る事業
◇ピアサポートの活用に係る事業
◇アウトリーチ支援に係る事業
◇措置入院者及び緊急措置入院の退院後の医療等の継続支援に係る事業
◇精神障害者の地域移行関係職員に対する研修に係る事業
◇入院中の精神障害者の地域移行に係る事業
◇包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業

※上記の各事業は、あくまで「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」における各事業を指す。
これらの事業のみで、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」が構築されることを意味するものではない。

■「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」以外の実例

◇地域包括ケアシステムの体制整備（協議の場の設定など）
◇アウトリーチ支援
◇措置入院者の退院後支援
◇地域移行支援
◇精神科医療機関と地域の連携
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